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２．対象・目的・内容
地域におけるまちづくり活動を推進するため、各地区区長会ごとの課題等に合わせた先進地視察や市全体で考える
まち

年

づくりについての先進地視察等を行うもの。

事 業 概 要

連合区長会　　
事業の対象

（誰・何を）

地域のまちづくり事業の推進や自治会活動の活性化を図る。市内８地区の自治会の連携を密にし、住みよい地域社
事業の目的 会の

度

実現と自治会活動の活性化を図る。
（どういう状態

にするために)

連合区長会長会で市民主体でとり組んでいるまちづくり活動や、地域資源を活用した取組をしている先進地を視察
事業の内容 する研修にかかる経費の補助。

　

（８地区区長会長×20,000円＝160,000円）　市長及び課長が視察研修へ随行（14,
（どういう内容 600円＋13,100円＝27,700円）
を行うのか) ８地区の区長会で地区ま

１

ちづくりに関する研修

当

．

を行う経費の補助（８

事

地区×90,000円

務

＝720,000円）

事

　
市役所職員で構成さ

業
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平成 算

見識を深めること

説 明 は、今後の地域のまちづくり活動の推進や自治会活動の活性化を図るために不可欠であるが、現状では視察研修の

価 成果についての報告や自治会・町内会を運営していく中で参考となる事項に関する研

事

修会も必要であると考えてお
り、平成26年度から実施することとしている。

評 価 事業の優先度(緊急性) 3 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 4

２ ポイント 直接のサービスの相手方 1 受益者負担の適切さ 5 市民ニーズの把握

業

2
事 業 の 継続実施

次 総合評価
まちづくりのため先進地を視察し、見識を深めることは有益なことである。昨年度の視察研修においては、太陽光

評 発電の導入につながるなどの具体的な成果も見られた。また、26年度には、

の

これまで実施されていなかった研修会

説 明 や視察研修の報告も実施されている。

価 地域のまちづくりの推進や自治会活動の活性化のために必要な事業であるとともに、具体的な事業への展開や適宜
事業の見直しも行われてい

概

ることから、継続実施とする。

要説明

５．事業の実績・目

書

標

指 標 名 研修実施回数

（

（８地区） 単　位 回

説

２
兼

明 や 数 式 地区まちづく

評

りに関する研修の回数

価

活 動
年 度 平成24年

説

度 平成25年度 平成2

明

6年度 平成27年度
指

書

 標 目 標 値 8 8 8 8
実

）

績 値 8 8
① 経 費 （ 千 円

2

） 825 825
単位当

頁

たりのコスト 103.13 103.13

指 標

６

名 視察研修実施回数（区長会長会） 単　位 回

説 明 や 数 式 市民主体で取り組んでいる活動への視察研修の回数
活 動

年 度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
指 標 目 標 値 1 1 1 1

実 績 値 1 1
② 経 費 （ 千 円 ） 1

年

88 188
単位当たりのコスト 188 188

指 標 名 参加人数 単　位 人

説 明 や 数 式 地区視察研修参加人数
成 果

年 度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
指 標 目 標 値 100 100 100 100

実 績 値 107 8

度

9
① 経 費 （ 千 円 ） 825 825

単位当たりのコスト 7.71 9.27

指 標 名 参加人数 単　位 人

説 明 や 数 式 区長会長会参加人数
成 果

年 度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
指 標 目 標 値 11 11 11 11

実

　

績 値 11 11
② 経 費 （ 千 円 ） 188 188

単位当たりのコスト 17.09 17.09
各地区区長会において、それぞれの地区が有する課題と同様の地域課題の解決に向け取り組んでいる先進地視察を

実績・成果 実施している

当

。また、地区区長会長会の視察では本市の行政課題に対応する視察を行っており、平成26年度のコミ
ュニティソーラー事業へつながる研修となった。

等 の 説 明 ほとんどの地区において区長または副区長も参加しており、地

初

区内の連携強化にも資するものとなっている。

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 2 実施主体の妥当性 4

１ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把握 2
事 業 の 改善・見直し

予

次 総合評価
住民が主体となったまちづくり活動について、各地区の環境や現状、地区特有の課題などに応じて、それぞれ実践

評 しているが、類似の課題を持ちながらも地域資源を活用した取組を行っている先進地を視察し、


